
 

指定管理者が行う公の施設の管理状況全期間評価 

施設所管部名：    県土整備部          

１ 指定管理者の概要等 

施設の名称及び所在 県営都市公園 北勢中央公園 （四日市市西村町地内） 

指定管理者の名称等 岩間造園株式会社 代表取締役 岩間久爾 （名古屋市瑞穂区中山町６－３－２） 

指定の期間 平成２０年４月１日～平成２５年３月３１日 

指定管理者が行う管理

業務の内容 

・公園の維持修繕及び巡視点検に関する業務 

・公園の利用者への案内に関する業務 

・条例に基づく公園の利用時間の変更、公園内の行為の制限、利用の禁止又は制限 

・公園施設のうち野球場、テニスコートの利用の許可 

・公園の利用の促進 

・その他の業務 

 

２ 管理業務の実施状況 

  
指定管理者 

の自己評価 

県の評

価 
全期間におけるコメント 

H20   Ａ － 
全期間を通じて、施設・設備の運用管理、維持管理が適切に実施され、利

用者の立場に立った公園管理が行われている。 

供用部分の拡大に伴い、管理負担も大きくなっているが、適切に維持管

理され、未供用部についても、除草や伐採などを行い、公園全体を適切に

管理している。 

H21   B  

H22   B  

H23   A － 

H24   B  

 

３ 施設の利用状況 

  
指定管理者 

の自己評価 

県の評

価 
全期間におけるコメント 

H20   B ＋ 

利用者の立場に立った予約システムの導入やホームページの改良を行

い、公園利用のＰＲを積極的に行ってきたことにより、年間公園利用者数に

ついては、全期間を通じて、成果目標を達成した。 

 

H21   B ＋ 

H22   B ＋ 

H23   B  

H24   B  

 

４ 管理業務に関する経費の収支状況（全期間） 

収入の部 支出の部 

指定管理料 258,143,000 事業費 113,584,282 

利用料金収入 43,233,560 管理費 186,115,811 

その他の収入 153,939 その他の支出 0 

合計      (a) 301,530,499 合計     （b） 299,700,093 

収支差額  (a)-(b) 1,830,406   

※参考                

利用料金減免額 － 



 

 

５ 成果目標及びその実績 

  

指定管

理者の

自己評

価 

県の

評価 

全期間における成果目標及びその実績 

成果目標 

項目 
目標値 

H20 

実績値 

H21 

実績値 

H22 

実績値 

H23 

実績値 

H24 

実績値 

Ｈ

20 
Ａ   利用者数 11 万人 138,501         

Ｈ

21 
B   

利用者数 11 万人   195,590    

料金収入  845 万円   8,923,500       

Ｈ

22 
B   

利用者数 11 万人     172,213    

料金収入  850 万円   8,546,390    

Ｈ

23 
B   

利用者数 19 万人       232,017   

料金収入  855 万円    8,572,400   

Ｈ

24 
B   

利用者数 23 万人         231,271 

料金収入  860 万円     8,222,080 

全期間におけるコメント 

年間公園利用者数については、利用者の目標人数を徐々に高く設定しつつ、全期間、成果目標を達成し

た。 

また、年間利用料金収入については、平成２４年度以外は成果目標を達成した。 

 

６ 総括評価 

 

 平成２４年度の年間利用料金収入を除き、指定管理の全期間を通じて成果目標を達成した。 

 

 特色ある取組として、移動動物園、宝探し、節電による噴水停止を活用した魚のつかみ取りを開催するなど、

集客の拡大に向けた取組を行った。また、ホームページでの施設案内や予約を可能にするなど、利用者に対す

る利便性の向上に重点を置いた取組も行った。さらに、他県でも公園の指定管理を行っていることから、蓄積さ

れたイベントや緑地管理のノウハウの活用を図るとともに、スケールメリットを生かした効率的かつ効果的な管

理を実施した。 

 

 このような取組により、施設の維持管理を適切に実施し、利用者へのサービス向上に努めたことは評価でき

る。 

 

 過去５年間を振り返って、年間公園利用者数及び年間利用料金収入の成果目標を概ね達成したが、今後も成

果目標を達成するため、これまで以上に利用者拡大に向けた取組を実施していく必要がある。 

 

 

 


